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造幣局は、明治４年（1871年）に、近代国家にふさわしい貨幣 

制度の確立を担う貨幣製造工場として、大阪の地に設立されました。 

以来１５０年近くにわたり国民生活において不可欠な貨幣を安定 

的かつ確実に製造・供給して日本の経済発展を支えてきました。 

また、国家的な記念事業としての記念貨幣の製造や貨幣セットの販 

売、さらには国家・社会への功績を称えるのにふさわしい重厚で品 

格のある勲章・褒章等の金属工芸品の製造も行ってまいりました。 
 

造幣局では、平成１５年（2003 年）の独立行政法人化を契機に、「信頼と挑戦」を行動指針と

して定めました。 

平成２７年度（2015 年度）からは行政執行法人として事業計画を確実に執行し、独立行政法人

制度の基本である「質の高い行政サービス」、「透明で効率的な業務運営」、「健全な財務内容」の

実現を目指す上で、この「信頼と挑戦」の精神で事業に取り組んでおります。 
 

造幣局の「信頼」の源は、長年培ってきた「匠の技」といえる高度な技術力であると考えてお

ります。その技術力による純正画一で高い偽造防止技術を搭載した貨幣や、精巧で美麗な勲章等

の金属工芸品を国民の皆様にご提供することが、造幣局の「信頼」の確保につながりますので、

職員の技術力の維持・向上と若手職員への技術の伝承に力を入れております。 
 

令和元年度（2019 年度）は、「挑戦」の精神で、天皇陛下御即位記念貨幣、東京 2020オリンピ

ック・パラリンピック競技大会記念貨幣（第二次及び第三次発行分）等、これまでにない多くの

種類の記念貨幣を製造・販売するとともに、憲政史上初となる御退位によるお代替わりに、国民

の皆様の関心も高く、平成３１年銘貨幣及び令和元年銘貨幣を組み込んだ各種貨幣セットに予想

を大きく上回る反響をいただきました。さらに、造幣博物館では、皇室関係の特別展をさいたま・

広島両支局を含む博物館・展示室にて行う等の取組も実施いたしました。 
 

令和２年度（2020年度）以降は、新型コロナウイルス感染症対策により大きく変化する経営環

境に確実に対処していくとともに、令和３年度（2021年度）上期を目途に発行される予定の新５

００円貨幣製造への準備を着実に行ってまいります。同時に、東京 2020オリンピック・パラリン

ピック競技大会の開催延期に伴う同大会の入賞メダル製造スケジュールへの影響や、新型コロナ

ウイルス感染症対策等の状況を踏まえた一部の同大会記念貨幣の販売延期等にも臨機応変に対応

していきつつ、同大会の気運醸成に貢献できるよう、引き続き組織を挙げて取り組む予定であり

ます。 
 

造幣局といたしましては、国民の皆様の信頼に応え、貨幣製造等の公共的な使命を確実に果た

し、最も成功した独立行政法人になるとともに、世界最高レベルの技術力を有し世界の造幣技術

の発展に積極的に貢献できるよう、今後とも積極的に取り組んでまいります。 



2 
 

 

 

（１）法人の目的（独立行政法人造幣局法（以下「造幣局法」とする。）第３条） ------------------ 

造幣局は、貨幣の製造等を行うとともに、貨幣に対する国民の信頼を維持するために必要な情

報の提供を行うこと等により、通貨制度の安定に寄与することを目的としています。 

このほか、勲章、褒章、記章及び金属工芸品の製造並びに貴金属の品位の証明等であって、公

共上の見地から必要とされるものを行うことを目的としています。 

（２）業務内容（造幣局法第１１条） ---------------------------------------------------------- 

 造幣局は、造幣局法第３条の目的を達成するため以下の業務を行います。 

ア 貨幣の製造、販売及び鋳つぶしを行うこと 

イ 貨幣回収準備資金に属する地金の保管を行うこと 

ウ 貨幣に対する国民の信頼を維持するために必要な情報の提供を行うこと 

  エ 勲章、褒章、賜杯、記章及び極印の製造を行うこと 

  オ 公共上の見地から必要な金属工芸品の製造及び販売を行うこと 

  カ 貴金属の精製及び品位の証明並びに地金及び鉱物の分析を行うこと 

  キ アからカまでの業務に関し、調査、試験、研究又は開発を行うこと 

  ク アからキまでの業務に附帯する業務を行うこと 

  ケ アからクの業務のほか、当該各業務の遂行に支障のない範囲内で、 

 ・外国政府、外国の地方公共団体、外国の中央銀行、国際機関その他これらに準ずるもの

（以下この号において「外国政府等」という。）の委託を受けて、当該外国政府等の貨幣

の製造、販売及び鋳つぶし、勲章その他の金属工芸品及び極印の製造並びに貴金属の精

製及び品位の証明並びに地金及び鉱物の分析を行うこと 

   ・上記業務に関し、調査、試験、研究又は開発を行うこと 
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造幣局は、造幣局法第１１条において、貨幣の製造・販売、勲章等の製造、貴金属の品位証明

等の業務を行うことが規定されています。 

これらの業務は、一定の事業等のまとまりとして、貨幣製造事業とその他の事業に区分されて

おり、国の政策目標等と両事業における主な業務との関係は以下のとおりです。 

 

（１）貨幣製造事業  ----------------------------------------------------------------------- 

 造幣局は、財務大臣が指示する製造計画に従って貨幣の製造を行っています。令和元年度の財

務省の政策の目標のうち、貨幣製造に係る財務省の総合目標及び政策目標並びに造幣局の業務と

の関係については、以下のとおりです。 

 

総合目標４（抜粋） 政策目標４－１（抜粋） 造幣局の業務 

通貨・金融システム 

 

 

 通貨の流通状況を把握する

とともに、偽造・変造の防止

等に取り組み、高い品質の通

貨を円滑に供給することによ

り、通貨に対する信頼の維持

に貢献する。 

通貨の円滑な供給及び偽造・

変造の防止 

 

政策４－１－１ 

  通貨の円滑な供給 

政策４－１－２ 

  偽造通貨対策の推進 

政策４－１－３ 

  国家的な記念事業として

 

 

 

・貨幣の製造、販売及び鋳つ

ぶし 

・貨幣回収準備資金に属する

地金の保管 

・貨幣に対する国民の信頼を

維持するために必要な情報の
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の記念貨幣の発行 

政策４－１－４ 

  貨幣回収準備資金の保有

する地金の適正な管理 

政策４－１－５ 

  通貨への関心の向上 

 

提供 

・前業務に関する調査、試験、

研究又は開発 

 

（２）その他の事業 ------------------------------------------------------------------------ 

 造幣局では、①販売用貨幣の製造・販売、②勲章及び褒章の製造、③公共上の見地から必要な

金属工芸品の製造・販売、④貴金属の品位証明等を行っています。 

令和元年度の財務省の政策の目標のうち、①に係る財務省の総合目標及び政策目標並びに造幣

局の業務との関係について、また、②に係る内閣府の事業及び造幣局の業務との関係については、

以下のとおりです。 

 

【財務省】 

総合目標４ 

通貨・金融システム 

（抜粋） 

 

 通貨の流通状況を把握する

とともに、偽造・変造の防止

等に取り組み、高い品質の通

貨を円滑に供給することによ

り、通貨に対する信頼の維持

に貢献する。 

 

【財務省】 

政策目標４－１（抜粋） 

通貨の円滑な供給及び偽造・

変造の防止 

 

政策４－１－３ 

  国家的な記念事業として

の記念貨幣の発行 

 

≪造幣局の業務≫ 

 

 

・貨幣の製造、販売及び鋳つ

ぶし 

・勲章、褒章、賜杯、記章及

び極印の製造 

・公共上の見地から必要な金

属工芸品の製造及び販売 

・貴金属の精製及び品位の証

明並びに地金及び鉱物の分析 

・前業務に関する調査、試験、

研究又は開発 【内閣府】 

内閣府設置法（平成１１年法律第８９号）（抜粋） 

（所掌事務） 

第４条第３項第２８号 

 栄典制度に関する企画及び立案並びに栄典の授与及びはく

奪の審査並びに伝達に関すること。 
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（１）概要 ---------------------------------------------------------------------------------- 

 貨幣は、経済取引の基礎をなし、国民生活に不可欠なものであります。造幣局は、造幣局法に

おいて、通貨制度の安定に寄与することを目的として、財務大臣が指示する製造計画に従った貨

幣の製造及び販売用貨幣の販売等を行うこととされており、通貨行政の執行機関として位置付け

られています。また、同法において、勲章及び褒章、公共上の見地から必要な金属工芸品の製造、

貴金属の品位証明等を行う機関として位置付けられています。 
 

近年、経済活動の国際化も一層進展する中、デジタル技術等が著しく進化することにより、我

が国通貨の偽造防止を巡る環境は厳しさを増しており、通貨に対する信頼を維持するための政策

は一層重要となっています。このような中、財務省は平成３１年４月、偽造抵抗力強化の観点か

ら、世界最高水準の偽造防止技術を搭載した新しい５００円貨幣を、令和３年度上期を目途とし

て発行すること（以下「改鋳」という。）を公表したところであり、造幣局は、通貨当局（財務省

理財局をいう。以下同じ。）と緊密に連携しながら、改鋳の円滑な実施に向けた取組を確実に推進

すると同時に、引き続き徹底した品質管理及び製造工程管理の下で貨幣を確実に製造することが

求められます。 
 

 記念貨幣の販売については、記念貨幣が国家的な記念事業として発行されることに鑑み、公正・

公平な抽選や確実な配送により、広く国民に行き渡るよう注力することが求められます。また、

貨幣セットの販売については、新たな貨幣製造技術の開発や顧客層の拡大を図ることにより、国

民に対し貨幣製造事業を紹介するとともに、国民の貨幣に対する理解を深めることが求められま

す。 
 

勲章及び褒章は、天皇の国事行為として、国家又は公共に対し功労のあった国民等に授与され

るものであります。このため、これまで培ってきた製造技術を駆使しつつ、徹底した品質管理の

下で、その栄誉に相応しい製品を確実に製造することが求められます。また、金属工芸品につい

ては、高度な技術の下で確実に製造した製品を販売するとともに、新製品の開発等を通じて、偽

造防止技術をはじめとする貨幣製造技術の維持・向上に繋げていくことが求められます。 
 

また、貴金属の品位証明等については、業界の自主的な取組等民間における実施状況を確認し

つつ、業務を確実に実施することにより、中小零細企業の保護・育成と消費者の安心に寄与する

ことが求められます。 
 

造幣局には、明治４年以来、我が国が近代国家としての通貨制度の確立及び発展を図る過程に

おいて、１４０年余にわたって通貨行政に対して果たしてきた役割を今後とも全うするため、行

政執行法人として国の行政事務と密接な連携を図りつつ、貨幣をはじめとする製品を確実かつ効

率的に生産できる体制を維持・改良し、常に事業の継続性を確保するという責務を果たし、我が

国の経済の発展と国民生活の安定に一層貢献することが求められています。 
 

これらを踏まえ、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３５条の９第１項の規

定に基づき、主務大臣（財務大臣）から造幣局が令和元年度に達成すべき業務運営に関する目標

（以下「年度目標」という。）の指示を受けております。 

詳細については、以下のＵＲＬをご覧ください。 
https://www.mint.go.jp/about/info/info_nenndo_keikaku.html#nendo_mokuhyo 

https://www.mint.go.jp/about/info/info_nenndo_keikaku.html#nendo_mokuhyo
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（２）一定の事業等のまとまりごとの目標 ----------------------------------------------- 

 造幣局は、年度目標における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報を開

示しています。 

具体的な区分名は以下のとおりです。 

ⅰ 貨幣製造事業 

ⅱ その他の事業  
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● 社会的使命 ● 

造幣局は 

・純正画一で偽造されない貨幣を、合理的な価格で安定的かつ確実に供給すること 

・国の文化を象徴する記念貨幣及び技術やデザインを工夫した収集用貨幣セットを販売し、国

民の多様なニーズに応えること 

・練達した技術により、国家・社会への功績を称えるに相応しい重厚で品格のある勲章や褒章

を製造するとともに、精巧で美麗な金属工芸品を製造して国民に魅力的な製品を提供すること 

・高度で確実な技術により、公的主体として品位証明及び精製・分析のサービスを行うこと 

を通じて、国民の貨幣に対する信頼の維持と国民生活の向上に寄与することを使命としていま

す。  

● 目指すべき目標 ● 

独立行政法人制度の基本である「質の高い行政サービス」、「透明で効率的な業務運営」、「健全

な財務内容」を目指し、最も成功した独立行政法人になるとともに、世界の造幣技術の発展に積

極的に貢献していきます。 

● 行動指針 ● 

信頼と挑戦 
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造幣局は、貨幣の製造、記念貨幣の製造及び販売、勲章の製造、品位証明等、極めて公共性の

高い業務を担っています。これらの業務は、経済活動や国民生活の基本インフラストラクチャー

に不可欠な構成要素であり、高度な技術を駆使し、高い品質の製品を安定的かつ持続的に生産す

ること等が造幣局に求められる重要な責務です。また、世界最高水準の偽造防止技術を搭載した

新しい５００円貨幣への改鋳に際しては、通貨当局と緊密に連携しながら、改鋳の円滑な実施に

向けた取組を確実に推進することが求められています。さらに、的確な設備投資や研究開発の実

施等により貨幣をはじめとする製品を確実かつ効率的に生産できる体制を維持・改良し、事業の

継続性を確保することも重要です。 

これらの責務を果たし、行政執行法人として国の行政事務と密接に関連した事務・事業を確実

かつ正確に執行するとともに、将来にわたって業務の質を向上させていくよう、引き続き取り組

んでまいります。 
 

独立行政法人通則法第３５条の１０第１項の規定に基づき、年度目標を達成するための令和元

年度事業計画に掲げる項目及び主な内容は次のとおりです。 

詳細については、以下のＵＲＬをご覧ください。 

https://www.mint.go.jp/about/info/info_nenndo_keikaku.html#jigyo_keikaku 
 

 

（１）財務大臣の定める製造計画の確実な達成

　・　貨幣製造計画の確実な達成

　・　改鋳の円滑な実施に向けた取組の確実な推進

　・　生産管理体制の一層の充実強化

　・　計画的な設備投資及び的確な保守点検実施による設備の安定稼働

　・　柔軟で機動的な製造体制の確保

　・　情報漏えい、紛失・盗難発生の防止

　・　地金亡失の防止

（２）通貨当局との密接な連携による貨幣に対する信頼の維持・向上の取組等

　・　国内外における貨幣の動向調査及びデザイン力強化等による貨幣に対する国民の信頼の
  維持・向上への貢献
　・　改鋳の円滑な実施に向けての現金取扱機器の製造業者等に対する的確な情報提供

　・　記念貨幣の発行に向けた通貨当局への協力

　・　迅速かつ確実な真偽鑑定実施のための体制維持

　・　偽造動向や貨幣全般に係る情報収集による通貨当局への的確な情報提供

　・　外国政府及び外国の貨幣関連機関等からの研修・視察受入れによる国際貢献

（３）国民に対する情報発信

　・　わかりやすい情報発信、貨幣に対する関心を深めるための子供向け広報の充実

　・　博物館来館者及び工場見学来場者の満足度向上

（４）偽造抵抗力の強化等に向けた研究開発

　・　貨幣の偽造抵抗力強化に資する独自の偽造防止技術の開発、製造技術の高度化、製造工程の
　 効率化等につながる研究の着実な推進
（５）外国貨幣等の受注、製造

１．貨幣製造事業

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

https://www.mint.go.jp/about/info/info_nenndo_keikaku.html#jigyo_keikaku
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（１）勲章等及び金属工芸品の製造等

　・　徹底した品質管理、伝統技術の確実な維持・継承、機械化による一層の効率化の推進

　・　情報漏えい、紛失・盗難発生の防止

（２）貨幣の販売

　・　公平性に配意し、徹底した販売プロセス管理の下での記念貨幣等の販売

　・　情報漏えい、紛失・盗難発生の防止

（３）貴金属の品位証明・地金及び鉱物の分析業務

　・　返却期限の遵守、収支相償の達成への取組の推進

　・　情報漏えい、紛失・盗難発生の防止

（１）組織の見直し

　・　適正な人員配置、適正な給与水準の維持・公表

（２）業務の効率化

　・　コスト削減、情報システムの活用による業務の効率化・迅速化、情報システム関連機器の
　 計画的な更新
　・　調達等合理化計画に基づく適切な契約の実施及び契約実績の公表

　・　民間への業務委託の検討

　・　経常収支率１００％以上

　・　販売費及び一般管理費の抑制

（１）内部統制に係る取組

　・　業務方法書に定めた内部統制の推進に関する事項等の適正な実施

（２）コンプライアンスの確保

　 　・　業務上の不正・不法行為等による重大事象の発生防止

（３）リスクマネジメントの強化

　・　リスクマップ等の見直し、リスクマネジメントの強化に向けた取組

　・　事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の適切な運用、防災訓練の計画的な実施

（４）個人情報の確実な保護等への取組

　・　個人情報の漏えいの防止、保有個人情報開示請求及び情報公開請求等への確実な対応

（５）情報セキュリティの確保

　・　情報セキュリティ対策の計画的な実施

（６）警備体制の維持・強化

　・　警備に関する計画の着実な実施、訓練の実施

　・　計画的な人材育成、適材適所の人事配置

　・　「働き方改革」を踏まえた労働時間の適切な管理

Ⅳ．短期借入金の限度額

Ⅴ．不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画

Ⅵ．Ⅴに規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画

１．組織体制、業務等の見直し

１．予算

２．収支計画

３．資金計画

４．採算性の確保

１．ガバナンス強化に向けた取組

２．人事管理

Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

Ⅲ．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

Ⅶ．その他主務省令で定める業務運営に関する事項

２．その他の事業
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　・　設備投資の際の厳格な審査、投資効果や進捗状況の適切な把握

　・　東京支局移転後の跡地の地下水モニタリングの実施、国庫納付の検討

（１）労働安全の保持

　・　安全で働きやすい職場環境の整備への取組

　・　重大な労働災害の発生防止

（２）健康管理の充実

　・　「安全衛生に関する計画」に沿った取組の確実な実施

（３）職務意識の向上・組織の活性化

　・　役職員間等における密なコミュニケーションによる職務意識の向上、組織の活性化

　・　環境保全に関する計画の確実な実施

　・　回収貨幣及び返り材の再利用１００％、再資源化可能な廃棄物の１００％再資源化

（１）設備の維持・管理

　・　中期的な視野に立った設備投資の計画的な実施

（２）偽造抵抗力の強化等に向けた研究開発

　・　中期的な視野に立った調査及び研究開発の計画的な実施

（１）組織体制の効率化

　・　令和元年度末の常勤役職員の総数を平成２６年度末以下

　・　令和元年度の人件費を平成２６年度以下

（２）業務の効率化

　・　令和元年度の売上原価を構成する固定費を平成２６年度実績値以下

３．施設及び設備に関する計画

４．保有資産の見直し

７．積立金の使途

１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

２．業務運営の効率化に関する事項

Ⅷ．中期的な観点から参考となるべき事項

５．職場環境の整備

６．環境保全
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（１）ガバナンスの状況-------------------------------------------------------------------- 

 ①主務大臣 

造幣局の各業務及び役職員並びに財務及び会計その他管理業務に関する事項について、主務

大臣は財務大臣となっております。 

②ガバナンス体制図 

ガバナンス体制は次のとおりです。なお、平成２６年（2014 年）の独立行政法人通則法の一

部改正等を踏まえ、平成２７年（2015年）に業務方法書を改正し、役員の職務の執行が独立行

政法人通則法等の関係法令に適合するための体制その他造幣局の業務の適正を確保するための

体制（内部統制システム）を整備し、造幣局のミッションを効率的かつ効果的に達成していく

ことを明確化したところです。また、内部統制機能の有効性のチェックのため会計監査人の監

査の他、リスク・コンプライアンス委員会等外部有識者等からなる委員会を設け定期的なモニ

タリング等を実施しております。内部統制システムの整備の詳細については、以下のＵＲＬを

ご覧ください。 

https://www.mint.go.jp/about/info/20150403_gyoumuhouhousyo.html 

https://www.mint.go.jp/about/info/20150403_gyoumuhouhousyo.html
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（２）役員等の状況 ------------------------------------------------------------------------ 

①役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴 （令和２年３月３１日現在） 

 

※理事 古澤 静司は、令和２年３月３１日に退任しました。 

後任として、村田
むらた

 敏
とし

が、同年４月１日に理事に就任しています。  

 ②会計監査人の名称 

有限責任あずさ監査法人 

（３）職員の状況 -------------------------------------------------------------------------- 

常勤職員は令和元年度（2019 年度）末現在８０４人（前期比１２人増加、１.５％増）であ

り、平均年齢は４５.０歳（前期末４４.８歳）となっています。このうち、国からの出向者は

６人、令和２年（2020 年）３月３１日付退職者は３２人です。 

役職 氏名 任期 担当 経歴

理事長 川嶋
かわしま

　真
まこと

平成31年4月1日
　～
令和3年3月31日

昭和60年4月　大蔵省入省
平成29年7月　財務省大臣官房審議官
平成30年4月　独立行政法人造幣局
　　　　　　　　　理事長

理事（常勤） 明
みょう

瀬
せ

 光
こう

司
じ

令和元年10月1日
　～
令和3年9月30日

総務部並びにさいたま支

局総務課（販売・顧客

サービス室を除く）及び

広島支局総務課の業務

担当

昭和60年4月　大蔵省関東財務局入局
平成28年6月　財務省理財局国有財産
　　　　　　　　　業務課長
令和元年7月　独立行政法人造幣局理事

理事（常勤） 安田
やすだ

 健治
けんじ

平成31年4月1日
　～
令和3年3月31日

事業部並びにさいたま支

局総務課販売・顧客サー

ビス室及び事業調整課

装金係の業務担当

昭和56年4月　住友商事㈱入社
平成26年4月　住友商事㈱
　　　　　　　　　 大阪薄板事業部長
平成28年10月 住商メタレックス㈱
　　　　　　　　　 取締役常務執行役員
平成31年4月　独立行政法人造幣局理事

理事（常勤） 古澤
ふるさわ

 静司
せいじ

平成31年4月1日
　～
令和3年3月31日

貨幣部、研究所、さいた

ま支局事業調整課（装金

係を除く）及び貨幣課、広

島支局（総務課を除く）並

びに安全衛生及びエネ

ルギー管理統括者の業

務担当

昭和49年4月　大蔵省造幣局入局
平成26年4月　独立行政法人造幣局
　　　　　　　　　事業部長
平成27年4月　独立行政法人造幣局理事

監事（常勤） 吉持
よしもち

 敏彦
としひこ

令和元年6月22日
　～
令和2事業年度につい
ての財務諸表承認日

昭和58年4月　住友海上火災保険㈱入社
平成27年4月　三井住友海上火災保険㈱
　　　　　　　　　理事・北陸本部長
令和元年6月　独立行政法人造幣局監事

監事（常勤） 村上
むらかみ

 佳子
よしこ

令和元年6月22日
　～
令和2事業年度につい
ての財務諸表承認日

平成 3年4月　大蔵省関東財務局入局
平成29年7月　財務省中国財務局
　　　　　　　　　理財部長
令和元年6月　独立行政法人造幣局監事
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（４）重要な施設等の整備等の状況 ------------------------------------------------------- 

当事業年度の施設等への投資実施額は、２,８１２百万円（税込）であり、主要な施設等は次

の通りです。 

①当事業年度中に完成した主要施設等 

貴金属用冷間圧延設備 ６４０百万円 

竪型圧印機 ３３０百万円 

販売管理システム １９３百万円 

②当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

竪型圧印機 ８１５百万円 

貨幣検査機 ４９３百万円  

自動搬送集積装置 １９６百万円 

③当事業年度中に処分した主要施設等 

 該当なし 

※①～③に記載の金額は税抜 

（５）純資産の状況 ------------------------------------------------------------------------ 

 ①資本金の状況 

（単位：百万円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 59,692 －  － 59,692 

資本金合計 59,692 － － 59,692 

②目的積立金の申請状況、取崩内容等 

  目的積立金の申請及び繰越積立金の取崩は行っておりません。 

（６）財源の状況 -------------------------------------------------------------------------- 

①財源の内訳（自己収入） 

  造幣局全体としての売上高は４８,９０２百万円で、その内訳は、貨幣製造事業の売上高２

６,８３８百万円（売上高の５４.９％）、その他の事業の売上高２２,０６４百万円（同４５.

１％）となっています。 

また、営業外収益は２７０百万円で、その主な内訳は、宿舎貸付料１２６百万円（営業外収

益の４６．７％）、有価証券利息１０百万円（同３．６％）等となっています。 

②自己収入の明細 

当該項目については上記①に記載のとおりです。  
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（７）社会及び環境への配慮等の状況 ---------------------------------------------------- 

造幣局は、製造事業を営む公的主体として模範となるよう、地球温暖化等の環境問題へ積極

的に貢献する観点から、「地球温暖化対策計画」（平成２８年５月１３日閣議決定）等を踏まえ

た環境保全に関する計画を定めています。 

本計画に沿って、法令を確実に遵守し、効率性に配慮しつつ必要な設備を備えるとともに、

環境物品の確実な調達やＩＳＯ１４００１認証の維持等を行うことにより、地球環境保全、公

害の防止、生物の多様性の保全等の自然環境の保護及び整備、循環型社会の形成、事業活動に

よる環境負荷の軽減その他の環境保全を図る等の取組を行っております。 

「令和元年度環境保全計画」の主な実施状況は以下のとおりです。 

 ①環境関連法令等の遵守 

環境関連法令等を確実に遵守するため、環境関連法令等の改廃を確認するとともに、各課室

における環境関連法令等の遵守状況の実地調査を行い、確実に遵守されていることを確認しま

した。 

 ②建築物の建築、管理等に当たっての配慮 

建築物の建築、管理等に当たっては、省エネルギー対策を徹底し、温室効果ガスの排出の抑

制等に配慮しました。また、専門的な見地からの助言を受けるため、工場等施設の省エネルギ

ー診断を実施しました。 

 ③環境マネジメントシステムの運用・維持 

環境保全活動の継続的改善に係る目標を定め、その目標達成に向けて取り組む等、環境マネ

ジメントシステムの運用・維持に努めました。また、令和元年（2019年）１２月に外部審査登

録機関によるＩＳＯ１４００１の定期審査を受審し、環境マネジメントシステムが規格要求事

項に継続的に適合し、継続して有効であるとの判定を受けました。   

 ④製品の開発、設計、製造段階における環境負荷の低減 

製品の開発、設計、製造等においては、環境負荷を低減する方法を積極的に採用するように

努めました。 

 ⑤環境保全に関する啓蒙活動の推進 

各種会議、電子メール、局内掲示板等の情報発信の機会を活用し、環境保全についての啓蒙

活動を推進しました。また、環境保全に関する研修、講習会等に積極的に参加するとともに、

公害防止管理者等の法定資格取得者の計画的な育成に取り組みました。 
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 ⑥その他 

業務の効率化や事務の簡素化を進めるとともに、ゆう活及び超過勤務縮減キャンペーン週間

の実施等を通じて、ワークライフバランス及び働き方改革を一層推進することにより、エネル

ギー使用量の抑制に努めました。 
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（８）その他源泉の状況（法人の強みや基盤を維持・創出していくための源泉）------------------ 

  造幣局は、明治４年（1871年）の創業以来長きにわたって、高品質で純正画一な貨幣の確実

な製造等の業務を効率的、効果的かつ透明性をもって行い、国民の皆様からの貨幣の信頼維持

に努めております。その源泉の状況は以下のとおりです。 

①高度な技術力 

造幣局では、貨幣への搭載が可能な世界最高水準の偽造防止技術等の開発を目指した研究を

行い、貨幣の偽造抵抗力の強化に資する独自の技術開発、製造技術の高度化、製造工程の効率

化等につながる研究を着実に進めており、蓄積された高度な専門知識と分析能力を有しており

ます。 
 

日本は諸外国に比べて偽造貨幣の発見枚数が少ないと言われていますが、これは５００円貨

幣に搭載されている微細線、微細点、斜めギザ等の独自に開発した偽造防止技術が、偽造抵抗

力を高めているためと考えられます。 

平成３１年（2019年）４月９日、財務省より、偽造抵抗力強化等の観点から新しい５００円

貨幣が令和３年度（2021年度）上期を目途に発行される旨の公表がありました。同貨幣には、

これまでの研究成果を活かし、①素材に新規技術であるバイカラー・クラッド（二色三層構造）、

②貨幣の縁に、通常貨幣（大量生産型貨幣）への採用は世界初となる異形斜めギザ（ギザの一

部を他のギザとは異なる形状にしたもの）、③貨幣の縁の内側に、新たに微細文字「500YEN」

「JAPAN」を採用することとしており、偽造抵抗力が更に強化されることになります。 
 

当事業年度においては、「令和元年度研究開発計画」に基づき、８件の研究テーマを設定し、

高度な技術の種を見出すための幅広い分野の事前調査を行うとともに、独自の偽造防止技術を

高度化するためのノウハウの蓄積に努めました。 

また、研究開発成果を適切かつ効果的に活用するため、記念貨幣や金属工芸品等への製品化

を行うことで、実用化に向けた研究を促進させるとともに、機密保持に配慮した上で特許出願

や学会等への報告を行いました。 
 

国内貨幣と異なる仕様の外国貨幣を製造することは、貨幣の製造技術やデザイン力の維持・

向上、改鋳等への対応力の強化に資することから、国内貨幣の製造等の業務の遂行に支障のな

い範囲で外国貨幣の受注に取り組んでいます。平成２４年（2012 年）には戦後初めて外国の一

般流通貨幣製造を受注し、バングラデシュの一般流通貨幣である２タカ貨幣５億枚を製造しま

した。直近では平成２９年（2017年）にアラブ首長国連邦の記念銀貨幣を製造し、戦後初めて

外国貨幣を受注した平成１９年（2007 年）以降、１０か国１４種類の外国貨幣を製造していま

す。 

造幣局では、今後とも国内貨幣の製造等の業務の遂行に支障のない範囲で、外国貨幣の受注

にも積極的に取り組んでまいります。 
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一方、製造現場では、徹底した品質管理と製造工程管理が求められています。製造現場に携

わる職員の創意工夫や、先輩職員等からの技能伝承、機械化による効率化をバランスよく取り

入れることにより、技術力に磨きをかけております。 

その結果、多くの職員の技能が認められ、表彰を受けています。 

 

表彰実績 

 

当事業年度においても多くの職員の技能が認められ、厚生労働大臣が主催する「卓越した技

能者表彰（現代の名工）」において３人が表彰されたほか、「科学技術分野の文部科学大臣表彰 

創意工夫功労者賞」、「大阪府優秀技能者表彰（なにわの名工）」、「彩の国優秀技能者表彰（埼

玉の名工）」等に職員が選出され、表彰を受けました。 

 

直近の主な受賞実績 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

人事院総裁賞   1人   

現代の名工 1人 3人 1人 2人 3人 

創意工夫功労者賞 8人 8人 7人 7人 6人 

なにわの名工 9人 6人 10人 10人 9人 
なにわの名工若葉賞 2人 1人 5人 3人 2人 

埼玉の名工    1人 1人 

広島県技能者表彰 1人 1人 1人  1人 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（写真）卓越した技能者表彰（現代の名工）受賞者 

②独立採算による運営 

  造幣局は、理事長が造幣局の運営全般について自ら意思決定を行い、独立採算で健全に運営

する責務を負っており、効率的な事業運営の結果、利益が生じた場合には国庫納付を行ってい

ます。 

独立行政法人としてのメリットを活かし、事業部的組織の権限と責任を明確化し、理事長を
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はじめとする幹部職員のリーダーシップを発揮しながら組織の整理統合、企画機能の強化、組

織及び人員計画の機動的な見直しを行っています。また、危機発生に備えた内部管理体制の強

化や人材育成に配慮するとともに、ＥＲＰシステム（基幹業務システム）や標準原価制度の導

入により、部門別収支をはじめとしたコスト管理を徹底しているほか、製造工程における積極

的な自動化・効率化に取り組んでいます。 

③社会貢献・地域とのつながり 

  造幣局では、貨幣の偽造対策として、純正画一で偽造されない高品質な貨幣を製造するとと

もに、常日頃から警察や日本銀行等の関係機関への全面的な協力を行うことで、通貨政策を担

う財務省と一体となって貨幣への信頼の維持に努めています。 

また、天皇の国事行為として授与される勲章等について、国家・社会への功績を称えるに相

応しい重厚で品格のある勲章等を確実に製造することで、栄典制度へ寄与しています。 

一方、貨幣の信頼の維持のための情報発信の一環として、本局、さいたま支局及び広島支局

において、工場見学を実施しており、工場見学用の特別の廊下を設け、ガイドが説明しながら

ご案内しております。併設する博物館等では、お金の歴史や貨幣及び勲章等の製造工程を見学

していただけます。 

  また、明治１６年（1883 年）から続く本局の「桜の通り抜け」や、広島支局の「花のまわり

みち」は、各地域の春の風物詩となっており、地域をはじめとする国民の皆様とのつながりを

大切にしております。 

 

工場・博物館見学 

 

   貨幣をより身近に感じていただけるよう、工場見学を実施しています。また、お金の歴史

や造幣局の事業を博物館の中で紹介しており、定期的に特別展を開催しています。 

本事業年度は、じゃらんネットが行ったアンケート調査で、造幣局が「行ってみたい工場

見学ランキング＜関西＞」で第６位に入りました。また、さいたま支局は関東で２位にラン

クインしております。 

広島支局では、全局初の試みとして、「冬休み特別工場見学（ナイトツアー）」を実施しま

した。これは、夜間も稼働している広島支局の貨幣工場を利用し、仕事帰りの保護者がお子

様と見学いただけるよう企画したものです。 

  参加者は、初めて見学に来られる方が多く、「勉強になった。」「楽しかった。」という感想

のほか、「このような（夕方からの）企画がなかったら子供と一緒に来ることはできなかった。」

というお声もいただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

造幣さいたま博物館     広島支局冬休み特別工場見学（ナイトツアー）の様子  
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出張造幣局 

 

学校の社会科学習や地域の教養講座等で、日頃皆さんが使って

いる１円から５００円までのお金が、どのように造られ、どのよ

うな工夫がされているのかをビデオやパネルを使って紹介する

「出張造幣局」を行っています。 

お金の役割や、その大切さを理解していただくことで、経済の

しくみを学ぶ機会としてお役立ていただければと考えています。 

 

 

 

金融・株式スクールの共催 

 

大阪府金融広報委員会、日本銀行大阪支店、日本証券業協会、株式会社大阪取引所（株式

会社日本取引所グループ）と共催で、「子どもと学ぶ夏休み金融・株式スクール」を毎年開

催しています。 

 

 

 

 
 

さいたま支局では、毎年秋頃、博物館において「造幣さいたまサンクスフェア」を開催し、

地域の皆様への日頃の操業への理解に感謝を伝えるイベントを実施しています。工場見学の

ほか、特別展、子ども向けの学習講座（キッズアカデミー）、七宝体験、貨幣デザイングッ

ズの製作体験コーナー等、親子で楽しんでいただくことのできるイベントを企画しています。 
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大阪にある造幣局の本局では、「桜の通り抜け」と称し、毎年４月中旬ごろに、局構内旧

淀川沿いの全長約５６０メートルの通路を一般花見客の方々に１週間開放しており、明治１

６年（1883年）から続く大阪の春の風物詩となっています。当事業年度においては、４月９

日～１５日に行われ、約５８.７万人の方々にお楽しみいただきました。 

また、広島支局においても「花のまわりみち」と称して、同時期に局構内を開放しており、

当事業年度においては、約５.１万人の方々が訪れました。 

 

 

       

 

  

 

  

 

 

桜の通り抜け 今年の花「紅手毬」      花のまわりみち 今年の花「紅笠」 

 

 

 【番外編】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第９回大阪マラソン 

造幣局前を通るランナーの

皆さんを応援しました！ 
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（１）リスク管理の状況 ------------------------------------------------------------------ 

 ①リスク管理強化の取組 

 造幣局の役割（ミッション）遂行の障害となるリスクを識別し、識別したリスクに対する評

価に基づき、そのリスクの発生防止又は発生時の被害低減に向けた対策を策定し、実施するこ

とにより、リスク管理の強化に向けた取組を行っております。 

当事業年度においては、平成２８年（2016年）６月に発覚した造幣局職員（懲戒免職）によ

る一連の収蔵品等の窃盗事件の再発防止策の実施状況について、リスク・コンプライアンス委

員会においてフォローアップを行うとともに、部門ごとに潜在するリスクを把握し、組織全体

として管理すべきリスクについては、リスク管理表及びリスクマップを策定し、リスクの低減

等に向けた課題や実施スケジュール等を明確にした上、リスク低減対策を実施する等、引き続

きリスク管理の強化に取り組みました。 

造幣局では、平成２９年度（2017 年度）にリスクの洗い出しを実施して以来、重要又は組織

横断的なリスクを抽出し、詳細管理を行うこととしております。主なものとしては、大規模災

害の発生のほか、施設・設備の老朽化による貨幣製造等への影響、重大な情報セキュリティイ

ンシデントの発生等が挙げられ、当該リスクについては「社会経済への影響」及び「発生頻度

／発生時期」で評価し、リスクの管理に活用しています。 

 ②事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の適切な運用 

事業継続計画（ＢＣＰ）については、平成３０年（2018 年）６月１８日に発生した大阪府北

部地震（最大震度６弱）後において実施した職員アンケート結果及び令和元年度防災訓練計画

に定める訓練等の結果を踏まえ、見直しを行いました。 

当事業年度末には、国内における新型コロナウイルス感染症拡大を踏まえ、新型コロナウイ

ルス感染症対策連絡会議を立ち上げ、職員等に感染者が発生した場合の対処方針を確認し、連

絡体制を整備するとともに、工場見学を休止し、博物館を休館したほか、各種イベントを中止

する等、不測の事態にも確実に対応しました。 

 

 詳細については、以下のＵＲＬの「リスクマネジメントの強化」の項目をご覧ください。 

 https://www.mint.go.jp/about/info/info_jiko_hyouka_r1.html 
 

  

https://www.mint.go.jp/about/info/info_jiko_hyouka_r1.html
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（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 --------------------------------- 

造幣局は、経済取引の基礎となる貨幣の製造、国家的記念事業として発行される記念貨幣の

製造及び販売、国家が与える栄誉を表象するにふさわしい品格等が求められる勲章の製造、消

費者保護や貴金属取引の安定に寄与する品位証明、さらには偽造貨幣大量発生時の財務大臣に

よる緊急改鋳要請への速やかな対応等、極めて公共性の高い業務を担っています。これらの業

務は、経済活動や国民生活の基本インフラストラクチャーに不可欠な構成要素であり、造幣局

の持つ高度な技術を駆使し、高い品質の製品を独立採算制の下、効率的、安定的かつ持続的に

生産すること等が造幣局に求められる重要な責務であります。一方、これらに備えるための高

度な偽造防止技術の開発や人員及び設備の維持が必要であり、その有効活用が求められます。 

このようなことを念頭に、以下の課題に取り組んでまいります。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①改鋳への対応 

平成３１年（2019 年）４月９日、財務省より公表された新しい５００円貨幣について、令和

３年度（2021 年度）上期を目途に発行されることとなりました。造幣局は、政府で決定された

方針に基づき、新しい５００円貨幣を確実に製造し、市場に円滑に供給できるよう、万全の態
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勢で改鋳への必要な準備を進めてまいります。  

②品質管理の改善に向けた取組 

生産管理システム及びＥＲＰシステムを活用し、工程ごとの製造作業等の進捗状況や在庫数

量に係るデータをロット単位等で細かく収集・分析することにより、生産管理を徹底していま

す。また、ＩＳＯ９００１を活用し、不良品の発生等、製造工程上のトラブルが発生した場合

には、原因の究明、対応策の検討、製造工程へのフィードバック等の一連の対応を迅速に行う

等、厳格な品質管理のもと、純正画一な貨幣の製造を行ってまいります。 

③偽造抵抗力強化のための研究開発 

偽造抵抗力を強化するための研究開発を推進することは、財務省の重要な任務の一つである

通貨に対する信頼を維持するうえで重要な要素であり、高度な専門知識と分析能力、蓄積され

た知見を有効活用し、研究開発に注力してまいります。 

④人材育成・技能継承 

個々の職員が誇りと使命感を持ち、高い職業意識・職業倫理をもって職務を遂行し、また、

高度な技能の円滑な継承ができるよう、各種の研修を通じて意識の向上に努め、マネジメント

力の強化や職務上必要な特定の技能及び知識を習得し、職員一人ひとりの能力向上を図ること

による組織力の強化を目指してまいります。 

 

 

   

   組織力強化の観点から、外部の専門講師を招いて実施する階層別研修をはじめ、技能職員

を対象とした技能総合専門研修では、局内における研修だけでなく、装金事業に従事する職

員を東京藝術大学美術学部工芸科に派遣する等、専門的かつ高度な製造技術及び知識を修得

させています。また、渉外業務等の能力向上のための語学研修や、中央省庁及び大学等が実

施する研修に職員を派遣する派遣研修、一流の専門講師を招き、職務上の技能及び知識を修

得させるための目的別研修を適宜実施しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真）金沢美術工芸大学名誉教授で人間国宝の中川衛先生による指導の模様 
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⑤地球環境への取組 

造幣局では、ＩＳＯ１４００１の規定に基づく環境マネジメントシステムの下、環境保全活

動の継続的改善に係る目標を定め、その目標達成に向けて取り組んでおります。具体的には、

法令に基づく大気・水質等の規制基準の遵守、廃棄物の適正処理、化学物質の使用量の把握、

省エネに関する取組等を行い、環境保全と調和のとれた事業活動を行うほか、環境物品等の調

達の推進を図るための方針に基づき、環境物品等を調達するよう努めてまいります。 

 

⑥情報発信及び地域とのつながり 

造幣局では、貨幣の信頼の維持のための情報発信の一環として、国民の皆様へ造幣局の事業

や貨幣に関する知識や理解を深めていただくため、ホームページ、博物館の展示及び特別展示

等の充実に取り組みます。また、工場見学の積極的な受入れ、特別展示等の開催、桜の通り抜

け等のイベント、出張講演の実施等の機会を活用して、造幣局と国民が直接触れ合う機会を大

切にし、地域の皆様をはじめとする国民の皆様から、信頼と共感を得られるよう努めてまいり

ます。 

（３）その他 ------------------------------------------------------------------------------- 

①「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」における講ずべき措置の状況 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日閣議決定）において、

「各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共

同調達や間接業務の共同実施を進める。」とされていることについて、貨幣製造等を行う法人と

しての特性を踏まえつつも、共同調達の実施の観点から所要の規程改正を実施しております。 

令和２年度（2020 年度）においては、引き続き、個別の調達案件や相手方の選定等の具体的

な検討を進め、共同調達の実現に向けて取り組みます。 

 ②新型コロナウイルス感染症への対応 

造幣局では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、工場見学の休止、博物館の休館、

令和２年度（2020年度）実施予定の桜の通り抜け及び花のまわりみちをはじめとする各種イベ

ントの開催の中止、役職員の出勤制限等の措置を実施しております。先行きの見通し難い状況

下においては、この難局をいかに乗り越えるかが世界の共通課題であると認識しております。 

造幣局としては、このような状況下にあっても、通貨当局からの発行スケジュールに係る要

請に機動的に対応することで、国民生活に影響を及ぼすことのないよう尽力します。また、造

幣局ホームページの充実等により、国民への情報発信を続けてまいります。 
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造幣局の事業についてのご理解とその評価に資するため、主な事業の前提となる事業スキーム

を次のとおり示します。 

①貨幣製造事業 
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②その他の事業 

 ●貨幣セット販売事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●勲章等製造事業 
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（１）自己評価 ----------------------------------------------------------------------------- 

  当事業年度は、天皇陛下御即位記念貨幣や東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大

会記念貨幣（第二次及び第三次発行分）等多くの記念貨幣の販売に加え、予想を大きく上回る

需要のあった平成３１年銘及び令和元年銘の貨幣を組み込んだ貨幣セットについて、可能な限

りの増産体制を構築し対応する等、役職員一体となって着実に業務を推進してまいりました。

「６．事業計画」における各項目の自己評価の結果については、次のとおりです。 

なお、独立行政法人造幣局の令和元年度における業務の実績について、独立行政法人通則法

第３５条の１１第１項及び第３項の規定により主務大臣の評価を受ける業務実績等報告書の詳

細については、以下のＵＲＬをご参照ください。 

https://www.mint.go.jp/about/info/info_jiko_hyouka_r1.html 

https://www.mint.go.jp/about/info/info_jiko_hyouka_r1.html
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（注）評価区分 

Ｓ：法人の活動により、事業計画における所期の目標を質的及び量的に上回る顕著な成果が得られ

ていると認められる。 

Ａ：法人の活動により、事業計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる。 

Ｂ：事業計画における所期の目標を達成していると認められる。 

Ｃ：事業計画における所期の目標を下回っており、改善を要する。 

Ｄ：事業計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた、抜本的な改善を求める。 

  

評価 行政コスト

１．貨幣製造事業 Ａ

（１）財務大臣の定める製造計画の確実な達成
　　　　　　　　　　　　　　　（重要度・難易度：高）

Ａ

（２）通貨当局との密接な連携による貨幣に対する信頼の維持・向上
の取組等

Ａ

（３）国民に対する情報発信 Ａ

（４）偽造抵抗力の強化等に向けた研究開発
　　　　　　　　　　　　　　　（重要度・難易度：高）

Ａ

（５）外国貨幣等の受注、製造 Ｂ

２．その他の事業 Ｂ

（１）勲章等及び金属工芸品の製造等
　　　　　　　　　　　　　　　（重要度・難易度：高）

Ａ

（２）貨幣の販売 Ｂ

（３）貴金属の品位証明・地金及び鉱物の分析業務 Ｂ

１．組織体制、業務等の見直し

（１）組織の見直し Ｂ

（２）業務の効率化 Ｂ

予算、収支計画及び資金計画の策定、採算性の確保 Ｂ

短期借入金の限度額 －

不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、
当該財産の処分に関する計画

－

上記に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しよう
とするときは、その計画

－

１．ガバナンス強化に向けた取り組み

（１）内部統制に係る取組 Ｂ

（２）コンプライアンスの確保 Ｃ

（３）リスクマネジメントの強化 Ｂ

（４）個人情報の確実な保護等への取組 Ｂ

（５）情報セキュリティの強化 Ｂ

（６）警備体制の維持・強化 Ｂ

２．人事管理 Ｂ

３．施設及び設備に関する計画 Ｂ

４．保有資産の見直し Ｂ

５．職場環境の整備

（１）労働安全の保持　　　　　（重要度：高） Ｃ

（２）健康管理の充実 Ｂ

（３）職務意識の向上・組織の活性化 Ｂ

６．環境保全 Ｂ

７．積立金の使途 －

46百万円

47,679百万円

　　※各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。

法人共通

合計

26,155百万円

21,477百万円

項目

I．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項

IV．その他業務運営に関する重要事項
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（２）主務大臣による過年度の総合評定の状況 ------------------------------------------ 

区分 27年度 28年度 29年度 30 年度 令和元年度 

評定 Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ ― 

理由 

過年度における項目別評定はＡ、Ｂ又はＣであり、全体的にはＢ評定が

大部分であることから、概ね事業計画における所期の目標を達成してい

る。 

 

（注）評価区分 

Ｓ：法人の活動により、全体として事業計画における所期の目標を質的及び量的に上回る顕著な

成果が得られていると認められる。 

Ａ：法人の活動により、全体として事業計画における所期の目標を上回る成果が得られていると

認められる。 

Ｂ：全体としておおむね事業計画における所期の目標を達成していると認められている。 

Ｃ：全体として事業計画における所期の目標を下回っており、改善を要する。 

Ｄ：全体として事業計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善

を求める。 
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（単位：百万円）

予算額 決算額 差額理由

収入

業務収入 42,009 40,022

その他の収入 188 195

計 42,197 40,218

支出

業務支出 38,403 37,133

7,507 8,853
金属工芸品用原材料の仕入支出等が予定
より多かったこと等のため

8,479 8,428

7,900 7,312

14,517 12,539
貨幣セット（金プルーフ貨幣セット）の
販売の一部を次年度へ繰越したこと等の
ため

施設整備費 2,898 2,839

計 41,301 39,971

原材料の仕入支出

人件費支出

その他の業務支出

貨幣法第10条に基づく
国庫納付金の支払額

区　　　分

 

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 

 

詳細については、以下のＵＲＬをご覧ください。 

https://www.mint.go.jp/about/info/info_account_r1.html 

https://www.mint.go.jp/about/info/info_account_r1.html
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①貸借対照表 

                                （単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

Ⅰ 流動資産 

   現金及び預金(*1) 

   有価証券 

   売掛金 

   たな卸資産 

   その他 

Ⅱ 固定資産 

有形固定資産 

   無形固定資産 

投資その他の資産 

53,070 

18,526 

18,300 

3,705 

12,185 

354 

65,883 

51,989 

524 

13,370 

Ⅰ 流動負債 

   買掛金 

   国庫納付金未払金 

   前受金 

その他 

Ⅱ 固定負債 

   引当金 

    退職給付引当金 

    その他の引当金 

   その他 

18,909 

75 

12,539 

3,122 

3,173 

13,862 

13,329 

13,093 

  236 

533 

負債合計 32,770 

純資産の部  

Ⅰ 資本金 

   政府出資金 

Ⅱ 資本剰余金 

Ⅲ 利益剰余金 

59,692 

59,692 

1,294 

25,197 

純資産合計(*2) 86,182 

資産合計 118,953 負債純資産合計 118,953 

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 

   （* ）は財務諸表内の情報の流れを示します。 

 

②行政コスト計算書 

（単位：百万円） 

科   目 金額 

Ⅰ 損益計算書上の費用 47,679 

売上原価(*3) 41,549 

販売費及び一般管理費(*4) 6,084 

営業外費用(*5) 15 

   特別損失(*6) 32 

Ⅱ その他行政コスト(*7) － 

Ⅲ 行政コスト合計 47,679 

   （注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 
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③損益計算書 

（単位：百万円） 

科   目 金額 

Ⅰ 売上高 48,902 

Ⅱ 売上原価(*3) 41,549 

売上総利益 7,353 

Ⅲ 販売費及び一般管理費(*4) 6,084 

営業利益 1,270 

Ⅳ 営業外収益 270 

Ⅴ 営業外費用(*5) 15 

経常利益 1,525 

Ⅵ 特別利益 1 

Ⅶ 特別損失(*6) 32 

当期純利益 1,494 

当期総利益（＊8） 1,494 

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 

 

 

④純資産変動計算書 

 （単位：百万円） 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高 59,692 1,294 26,690 87,676 

当期変動額 － － △ 1,493 △ 1,493 

 その他行政コスト(*7)  － － － － 

 国庫納付金の納付 － － △ 2,987 △ 2,987 

当期総利益(*8) － － 1,494 1,494 

当期末残高(*2) 59,692 1,294 25,197 86,182 

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 
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⑤キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

区   分 金額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー  3,788 

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 8,192 

人件費支出 △ 8,373 

  その他の業務支出 △ 5,474 

  業務収入 38,475 

  貨幣法第 10条に基づく国庫納付金の支払額 △ 9,947 

  積立金の処分に係る国庫納付金の支払額 △ 2,987 

  その他収入・支出等    286 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,529 

Ⅲ 資金増加額 258 

Ⅳ 資金期首残高 1,467 

Ⅴ 資金期末残高(*9) 1,726 

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 

 

（参考）資金期末残高と現金及び預金との関係 

（単位：百万円） 

 金額 

資金期末残高(*9)  1,726 

定期預金 16,800 

現金及び預金(*1) 18,526 

   （注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 

 

 詳細については、以下のＵＲＬをご覧ください。 

 https://www.mint.go.jp/about/info/info_finance_r1.html 
 

  

https://www.mint.go.jp/about/info/info_finance_r1.html
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（１）各財務諸表の概要 ------------------------------------------------------------------- 

 ①貸借対照表 

  当事業年度末の資産残高は、１１８,９５３百万円となっており、現金及び預金、有価証券、

たな卸資産等の流動資産が５３,０７０百万円、土地、建物、機械装置等の有形固定資産が５

１,９８９百万円、ソフトウェア等の無形固定資産が５２４百万円、投資有価証券等の投資そ

の他の資産が１３,３７０百万円となっております。造幣局は、独立採算を基本としており、

将来の設備投資や退職給付債務等の支出に充てるための資金を保有しております。 

負債残高は、３２,７７０百万円となっており、記念貨幣セット等を販売したことによる国庫

納付金未払金、前受金等の流動負債が１８,９０９百万円、退職給付引当金等の固定負債が１３,

８６２百万円となっております。 

  純資産残高は、８６,１８２百万円となっており、政府出資金が５９,６９２百万円、資本剰

余金が１,２９４百万円、利益剰余金が、２５,１９７百万円となっております。 

  前事業年度末からの主な増減要因等につきましては、以下のとおりです。 

  資産残高は、前事業年度末と比較して３,３３８百万円の増となっております。これは、現金

及び預金、有価証券、投資有価証券、長期性預金が計１,７５５百万円、売掛金が１,１３４百

万円、たな卸資産が１，３４６百万円増加した一方で、有形固定資産が減価償却等により９５

２百万円減少したことが主な要因です。 

  負債残高は、前事業年度末と比較して４,８３２百万円の増となっております。これは、製品

の販売に伴う前受金が２,８９０百万円、記念貨幣セット等を販売したことによる国庫納付金未

払金が２,５９２百万円増加した一方で、退職給付引当金が退職金の支払等により７３７百万円

減少したことが主な要因です。 

  純資産残高は、前事業年度末と比較して１,４９３百万円の減となっております。これは、前

事業年度の利益の処分として、国庫納付金の納付を行ったことにより２,９８７百万円減少した

一方で、当事業年度の当期総利益を１,４９４百万円計上したことにより増加したことが要因で

す。 

②行政コスト計算書 

  当事業年度の行政コストは、４７,６７９百万円となっており、損益計算書上の費用として、

売上原価が４１,５４９百万円、販売費及び一般管理費が６,０８４百万円、営業外費用及び特

別損失が計４６百万円となっております。また、その他行政コストは生じておりません。 

  なお、造幣局は独立採算による運営を行っており、自己収入等が４９,１２３百万円あること

から、機会費用を勘案した国民の負担に帰せられるコストは△１,４４２百万円となっておりま
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す。 

③損益計算書 

当事業年度の売上高は、４８,９０２百万円、営業費用である売上原価、販売費及び一般管理

費が４７,６３３百万円となっており、営業利益は１,２７０百万円となっております。また、

経常利益は、１,５２５百万円、当期総利益は、１,４９４百万円となっております。 

前事業年度からの主な増減要因等につきましては、以下のとおりです。 

売上高は、前事業年度と比較して４,９４２百万円の増となっております。これは、記念貨幣

セットや金属工芸品の販売等による収入が増加したものです。 

  営業費用は、前事業年度と比較して４,２３５百万円の増となっております。これは、売上原

価である貨幣法第１０条に基づく国庫納付金が２,５９２百万円、販売費及び一般管理費のうち

の運送費が３２１百万円、退職給付費用が１２６百万円の増となったことが主な要因です。 

  これらのことから、営業利益は前事業年度と比較して７０７百万円の増、経常利益は前事業

年度と比較して６９９百万円の増となっております。 

当期総利益は、前事業年度と比較して５,３５５百万円の減となっております。 

これは、特別利益の固定資産売却益が６,２９９百万円の減、特別損失の控除対象外消費税等

が１７６百万円、環境安全対策引当金繰入額が５２百万円の減となったことが主な要因です。 

④純資産変動計算書 

当事業年度末の純資産は、前事業年度の利益の処分として、国庫納付金の納付を行ったこと

により、２,９８７百万円減少した一方で、当事業年度の当期総利益を１,４９４百万円計上し

たことにより増加した結果、８６,１８２百万円となりました。 

⑤キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フローは、業務収入が３８,４７５百万円、原材料、商品又はサ

ービスの購入による支出、人件費支出、その他の業務支出が計２２,０３９百万円、貨幣法第１

０条に基づく国庫納付金の支払額が９,９４７百万円、積立金の処分に係る国庫納付金の支払額

が２,９８７百万円等により、３,７８８百万円の資金増加となっております。投資活動による

キャッシュ・フローは、有形・無形固定資産の取得による支出が２,０３０百万円、定期預金、

有価証券等による運用の収支差が１,５００百万円の支出超過となったこと等により、３,５２

９百万円の資金減少となっております。これらによって、２５８百万円の資金増加となり、期

末残高は１,７２６百万円となりました。 
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（百万円） （百万円） 

（２）事業の経過及び成果 ---------------------------------------------------------------- 

  当事業年度は、天皇陛下御即位記念貨幣や東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大

会記念貨幣（第二次及び第三次発行分）等、これまでにない多くの記念貨幣を製造することと

なりましたが、作業量に応じた人員配置を柔軟かつ機動的に行うこと等して、財務大臣の定め

る貨幣製造計画を確実に達成しました。 

  また、平成３１年銘及び令和元年銘貨幣を組み込んだ各種貨幣セットが、「平成最後」「令和

最初」の貨幣セットとして予想をはるかに超える需要が生じたことから、造幣局の能力を最大

限活用した製造体制を構築し、可能な限りの増産を行い、お客様の要望に応えられるように努

めました。さらに、金属工芸品や貴金属の品位証明事業の売上も順調に推移しました。 

①貨幣事業 

 

当事業年度は、これまでにない多数の記念貨幣を製造したことで、前事業年度に比べ売上高

が１６１百万円増加しました。営業利益は、費用削減効果や製造量増加に伴い操業度が上がっ

たため、６８３百万円と前年度に比べ５０.１％の増益となりました。 

表　貨幣製造枚数

区　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
５００円 160,000 270,400 418,232 234,000 207,000
１００円 410,000 450,000 544,000 537,000 350,000

５０円 40,000 60,000 28,000 36,000 82,000
１０円 200,000 190,000 125,000 290,000 275,000

５円 100,000 30,000 33,000 12,000 56,000
１円 53,510 550 480 448 1,100

記念貨幣 24,298 3,690 2 13,445 49,218
合　計 987,808 1,004,640 1,148,714 1,122,893 1,020,318

（単位：千枚）
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（百万円） （百万円） 

②その他の事業 

 

プレミアム貨幣セット（金・銀）を販売したことや、平成３１年銘及び令和元年銘の各種貨

幣セット及び金属工芸品の販売が好調だったことから、前事業年度に比べ売上高が４,７８１百

万円増加しました。営業利益は、費用削減効果や製造量増加に伴い操業度が上がったため、５

８７百万円と前年度に比べ４４４.５％の大幅増益となりました。 

 

表　貨幣セットの販売状況

区　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
通常貨幣セット 1,486,904 1,151,033 510,105 327,204 997,036
プルーフ貨幣セット 285,480 179,510 109,826 72,425 132,821
プレミアム貨幣セット 853,564 407,385 18,061 352,976 649,616
外国貨幣 10,000 0 0 0 0

合　　計 2,635,948 1,737,928 637,992 752,605 1,779,473

（単位：セット）

（注）この他、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会記念貨幣収納ケースを

　　それぞれ９９,７３６個、８２,８０５個販売しました。

 

表　勲章等及び金属工芸品の受注・販売状況

区　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
勲章等 30,270 29,434 30,201 29,530 28,589
金属工芸品 49,232 70,666 50,345 49,335 48,952

合　　計 79,502 100,100 80,546 78,865 77,541

（単位：個）

 

 

【参考】翌事業年度の見通し 

 翌事業年度は、令和３年度（2021 年度）に予定されている改鋳への準備を進めるとともに、

設備投資等を積極的に行います。また、東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会記念

貨幣（第四次発行分）や同大会記念貨幣（第一次発行分～第四次発行分）を組み込んだ各種コ

ンプリートセットの販売を予定しております。   
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造幣局では、役員（監事を除く。）の職務の遂行が独立行政法人通則法、造幣局法又は他の法令

に適合することを確保するための体制その他独立行政法人の業務の適正を確保するための体制の

整備に関する事項を業務方法書に定めております。当事業年度における主な項目の実施状況は次

のとおりです。 

①内部統制の推進に関する事項（業務方法書第２０条、第２４条） 

  役員（監事を除く。）の職務の執行が独立行政法人通則法、造幣局法又は他の法令に適合する

ことを確保するための体制その他造幣局の業務の適正を確保するための体制整備を目的として

内部統制委員会を設置し、継続的にその見直しを図るものとしています。 

当事業年度は、内部統制委員会を９月及び３月に開催し、品質及び環境マネジメントシステ

ムを活用することにより、事業運営の基本方針、環境目的及び環境目標並びに内部監査計画の

改定、製品及び役務の品質の改善、所要の人的物的資源の確保その他の造幣局の事業を適切に

運営するために講ずべき局内の諸制度の構築、維持及び運用の改善のための対策について審

議・検証しました。 

②リスク・コンプライアンスに関する事項（同書第２５条） 

  造幣局は、リスク管理に関する規程等に基づくリスク管理体制を整備するとともに、役職員

のコンプライアンスの確保のための各種取組を積極的に実施しています。 

  当事業年度は、リスク管理及びコンプライアンスの推進に係る重要事項等を審議するリス

ク・コンプライアンス委員会を２回開催し、平成２８年（2016年）６月に発覚した職員による

一連の収蔵品等の窃盗事件の再発防止策の実施状況及び検証についての報告及び審議を行いま

した。また、コンプライアンスに対する継続的な意識付けを行うために各種階層別研修におい

て、コンプライアンスに係る研修を実施したほか、コンプライアンスに係る意識調査を行い、

リスク・コンプライアンス委員会で当該結果について審議しました。 

③監事及び監事監査に関する事項（同書第２８条） 

  監事は、独立行政法人通則法の規定により、造幣局の業務及び会計に関する監査を行います。

また、造幣局の業務が法令等に従って適正に実施されているか等についての意見を付した監査

報告を作成します。 

 ④内部監査に関する事項（同書第２９条） 

造幣局では、内部監査担当部門を設置し内部監査を実施するとともに、内部監査の結果に対

する改善措置状況を理事長に報告することになっております。 

当事業年度は、収蔵品管理ルールの遵守状況や金・白金製品等の貴重品、換金性のある有価
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物等に係る管理状況を重点項目として、事業運営の継続的改善が適切に行われているのか等、

すべての事務事業について監査を実施し、その結果、重点項目については問題のないことが確

認されました。また、改善が必要とされたものについては、見直しを行っています。 

⑤入札及び契約に関する事項（同書第３１条） 

  入札及び契約に関し、監事及び外部有識者から構成される「契約監視委員会」を設置し、造

幣局における調達が、公正性・透明性を確保しつつ合理的なものとなっているか点検を行って

おります。 

当事業年度は、２回の契約監視委員会を開催し、調達等合理化計画の点検、個々の契約案件

の事後点検等を行った結果、特段の意見の具申や勧告はありませんでした。この結果について

は、造幣局ホームページにおいて公表しています。 

  



40 
 

 

 

（１）沿革 ---------------------------------------------------------------------------------- 

  明治 ２年２月 ５日（旧暦） 太政官中に造幣局設置 

  明治 ２年４月 ８日（旧暦） 会計官に転属 

明治 ２年７月 ８日（旧暦） 大蔵省設置とともに同省所属となり造幣寮と改称 

明治 ４年４月 ４日     創業式を挙行 

明治１０年１月１１日     造幣局と改称 

昭和２４年５月３１日     大蔵省の外局となり造幣庁と改称 

昭和２７年７月３１日     大蔵省の附属機関となり造幣局と改称 

昭和５９年７月 １日     大蔵省の特別の機関となる 

平成１３年１月 ６日     財務省の特別の機関となる 

平成１５年４月 １日     独立行政法人造幣局へ移行 

（２）設立に係る根拠法 ------------------------------------------------------------------- 

  独立行政法人造幣局法 

（３）主務大臣 ----------------------------------------------------------------------------- 

  財務大臣（財務省理財局国庫課） 

（４）組織図 ------------------------------------------------------------------------------- 
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（５）造幣局の所在地 ---------------------------------------------------------------------- 
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（６）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 ----------------------- 

  該当ありません。 

（７）主要な財務データの経年比較 ------------------------------------------------------- 

（単位：百万円）
区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

資産 125,076 116,924 110,884 115,614 118,953
負債 46,478 32,466 29,016 27,939 32,770
純資産 78,597 84,458 81,867 87,676 86,182
行政コスト － － － － 47,679
売上高 35,051 28,470 23,912 43,960 48,902
営業費用 32,959 27,270 23,402 43,398 47,633
当期総利益 996 6,132 540 6,849 1,494
業務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 7,167 △ 1,747 △ 2,330 9,836 3,788
投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ 7,291 1,566 3,163 △ 10,455 △ 3,529
資金期末残高 1,434 1,254 2,087 1,467 1,726

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 
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（８）翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 ------------------------------------ 

①予算 

 

②収支計画 

 

 

 

（単位：百万円）

区別 計
収入
　業務収入 32,505
　その他の収入 174
　計 32,679
支出
　業務支出 28,220
　　原材料の仕入支出 7,068
　　人件費支出 8,177
　　その他の業務支出 7,030
　　貨幣法第10条に基づく国庫納付金の支払額 5,945
　施設整備費 3,609
　計 31,829
（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。

（単位：百万円）

区別 計
収益の部
　売上高 37,113
　営業外収益 240
　　宿舎貸付料等 240
　特別利益 -
　計 37,354
費用の部
　売上原価 30,646
　　（貨幣販売国庫納付金） 5,945
　販売費及び一般管理費 5,954
　営業外費用 27
　　固定資産除却損 27
　特別損失 -
　計 36,626
純利益 727
総利益 727
（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。
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③資金計画 

 

詳細については、以下のＵＲＬをご覧ください。 

https://www.mint.go.jp/about/info/info_nenndo_keikaku.html#jigyo_keikaku 

 

  

（単位：百万円）

区別 計
資金収入 91,884
　業務活動による収入 32,715
　　業務収入 32,519
　　その他の収入 196
　投資活動による収入 57,582
　財務活動による収入 -
　前年度よりの繰越金 1,588
資金支出 91,884
　業務活動による支出 33,220
　　原材料の仕入支出 6,426
　　人件費支出 8,111
　　その他の業務支出 8,140
　　貨幣法第10条に基づく国庫納付金の支払額 10,173
　　積立金の処分に係る国庫納付金の支払額 371
　投資活動による支出 57,089
　財務活動による支出 -
　翌年度への繰越金 1,575
（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。

https://www.mint.go.jp/about/info/info_nenndo_keikaku.html#jigyo_keikaku
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（１）財務諸表の科目の説明 --------------------------------------------------------------- 

①貸借対照表 

現金及び預金：現金、預金 

有価証券  ：１年以内に満期の到来する地方債等 

売掛金   ：通常の業務取引に基づいて発生した業務上の未収金 

たな卸資産 ：製造済貨幣、製品、商品、原材料、部分品、仕掛品、貯蔵品 

有形固定資産：土地、建物、構築物、機械装置、車両運搬具、工具器具備品など独立行政法

人が長期にわたって使用又は利用する有形の固定資産 

無形固定資産：ソフトウェアその他これらに準ずる資産 

投資その他の資産：流動資産、有形固定資産又は無形固定資産に属するもの以外の長期資産 

買掛金   ：通常の業務取引に基づいて発生した業務上の未払金 

国庫納付金未払金：通貨の単位及び貨幣の発行等に関する法律第１０条に基づく国庫納付金

の未払金 

前受金   ：製品等の提供前に受け入れた代金 

引当金   ：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの

で、退職給付引当金等が該当 

政府出資金 ：国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構成 

資本剰余金 ：寄附された資産や寄附金などを財源として取得した資産で独立行政法人の財

産的基礎を構成するものや、独立行政法人通則法第４６条の２の規定に基づ

いて行う不要財産の譲渡取引のうち主務大臣が必要なものとして指定した

譲渡取引により生じた譲渡差額及び主務大臣が指定した譲渡取引に係る不

要財産の国庫納付に要した費用のうち主務大臣が国庫納付額から控除を認

める費用等 

利益剰余金 ：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

②行政コスト計算書 

損益計算書上の費用：損益計算書における売上原価、販売費及び一般管理費、営業外費用、

特別損失 

その他行政コスト：政府出資金を財源として取得した資産の減少に対応する、独立行政法人

の実質的な会計上の財産的基礎の減少の程度を表すもの 

行政コスト ：独立行政法人のアウトプットを産み出すために使用したフルコストの性格を

有するとともに、独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられる

コストの算定基礎を示す指標としての性格を有するもの 
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③損益計算書 

売上高   ：製品の販売やサービスの提供などによって得た収益 

売上原価  ：販売した製品の製造やサービスの提供に直接要した費用 

販売費及び一般管理費：販売活動において直接要した費用及び事業を運営し管理するために

要した費用 

営業外収益 ：本業ではないものの、本業を継続していくための財務的な活動等付随行為か

ら発生する収益 

営業外費用 ：本業ではないものの、本業を継続していくための財務的な活動等付随行為か

ら発生する費用 

特別利益  ：臨時的、偶発的に発生した収益 

特別損失  ：臨時的、偶発的に発生した費用 

④純資産変動計算書 

当期末残高 ：貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

⑤キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を

表し、業務収入、原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出

等が該当 

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活

動に係る資金の状態を表し、固定資産や有価証券の取得・売却等による収

入・支出が該当 
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（２）その他公表資料等との関係の説明 --------------------------------------------------- 

  事業報告書に関連する報告書等として、ホームページや Facebook、パンフレット等で、造幣

局の紹介を行っているほか、貨幣や販売に関する情報等を提供しております。 

＜造幣局ホームページ＞             ＜子ども向け学習ページ＞ 

＜造幣局 Facebook＞            ＜造幣局オンラインショップ＞ 

＜事業案内パンフレット＞              ＜採用案内パンフレット＞ 

 

 


